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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月

売上高 （千円） － － － 3,305,310 3,237,496

経常利益 （千円） － － － 134,039 47,647

当期純利益 （千円） － － － 114,380 35,540

包括利益 （千円） － － － 136,248 44,238

純資産額 （千円） － － － 1,531,526 1,535,896

総資産額 （千円） － － － 2,162,565 2,214,474

１株当たり純資産額 （円） － － － 102.60 106.18

１株当たり当期純利益金額 （円） － － － 7.66 2.44

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － － 70.8 69.4

自己資本利益率 （％） － － － 7.8 2.3

株価収益率 （倍） － － － 10.96 31.51

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － － － 124,927 49,150

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － － － △27,076 △11,229

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） － － － △88,965 7,328

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） － － － 472,298 528,719

従業員数
（人）

－ － － 84 83

（外、平均臨時雇用者数） (－) (－) (－) (28) (24)

（注）１．第63期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

　　　２．第63期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、第64期連結会計年度は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月

売上高 （千円） 2,972,111 3,354,047 3,184,613 3,302,701 3,235,271

経常利益又は経常損失（△） （千円） △122,026 112,675 165,181 141,196 57,661

当期純利益 （千円） 32,048 107,773 202,244 103,372 35,342

持分法を適用した場合の投資

利益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,483,960 1,483,960 1,483,960 1,403,250 1,403,250

発行済株式総数 （千株） 14,940 14,940 14,940 14,940 14,940

純資産額 （千円） 1,092,283 1,204,122 1,407,031 1,531,689 1,535,896

総資産額 （千円） 1,802,790 2,039,740 2,131,357 2,161,598 2,213,317

１株当たり純資産額 （円） 73.16 80.56 94.15 102.61 106.18

１株当たり配当額

（円）

－ － － － －

（うち１株当たり中間配当

額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額 （円） 2.16 7.22 13.55 6.93 2.43

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 60.6 59.0 66.0 70.9 69.4

自己資本利益率 （％） 3.1 9.4 15.5 7.0 2.3

株価収益率 （倍） 17.2 7.8 4.3 12.1 31.7

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △12,885 136,301 223,163 － －

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） 638,583 △12,315 △88,684 － －

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（千円） △570,336 130,638 △96,679 － －

現金及び現金同等物の期末残

高
（千円） 159,936 414,562 452,361 － －

従業員数
（人）

71 69 68 82 81

（外、平均臨時雇用者数） (38) (38) (38) (28) (24)

（注）１．第63期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。

　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第60期から第62期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載してお

りません。また、第63期以降は連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。

４．第60期及び第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、ま

た、第61期から第63期については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【沿革】

昭和25年12月 大阪市住吉区において衛生陶器の製造を行っていた丹司製陶所を継承して、資本金７百万円を

もって丹司製陶株式会社を設立

昭和39年１月 アサヒ衛陶株式会社に社名変更

昭和39年５月 東京都北区に東京営業所（現東京支店）を開設

昭和40年２月 大阪府南河内郡（現堺市美原区）に美原工場（旧衛陶工場）を建設

昭和42年６月 福岡市博多区に福岡出張所（旧福岡営業所）を開設

昭和42年11月 大阪証券取引所（市場第二部）へ株式を上場

昭和43年６月 附属器具の製造開始

昭和47年６月 洗面化粧台の製造開始

昭和56年５月 大阪府南河内郡（現堺市美原区）に本社［大阪営業所（現大阪支店）を併設］を移転

平成５年３月 香川県大川郡（現香川県東かがわ市）に香川物流倉庫（現香川物流センター）を開設

平成６年７月 九州地区の営業拠点を福岡市博多区から佐賀県鳥栖市に移転し、九州営業所（現九州支店）を

開設

平成９年11月 栃木県芳賀郡に栃木物流センター(現北関東営業所)を開設

平成13年11月 ＩＳＯ９００１認証取得

平成13年12月 東京特需部に東京支店を併設

平成14年12月 東京特需部を東京支店に統合

平成17年２月 市町村合併により本社所在地が大阪府南河内郡より大阪府堺市（現堺市美原区）に住所表示変

更

平成21年11月 衛陶工場の閉鎖

平成23年７月 ベトナム社会主義共和国ホーチミン市に子会社設立

平成24年12月

平成25年７月

平成26年11月

栃木県芳賀郡に北関東営業所を開設

市場統合により東京証券取引所第二部上場に移行

北関東営業所の閉鎖

 

３【事業の内容】

　当社グループは、衛生機器（衛生陶器、附属器具、水洗便器セット、その他関連機器）及び洗面機器（洗面化粧

台、化粧鏡、天板、その他関連機器）の製造販売及び仕入販売を主な事業内容としております。

 

　事業系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名 称 住 所 資本金（千円） 主要な事業の内容
議決権の所有割

合 （％）
関 係 内 容

(連結子会社)

VINA ASAHI

Co.,Ltd.

ベトナム社会

主義共和

国　　　ホー

チミン市

       28,378 住宅設備機器事業 　　　　　100

当社グループにおける

海外販売事業を担当し

ております。役員の兼

任、資金援助をしてお

ります。

（注）「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成26年11月30日現在
 

従業員数（人）

83 [24]

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を［　］内に外数で　記載しております。

　２．当社グループは、住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しておりま　

す。

 

(2）提出会社の状況

平成26年11月30日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

81［24］ 39.3 10.0 4,194,109

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を［　］内に外数で　記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(3）労働組合の状況

　当連結会計年度末日現在組合員数は41人であり、当社の労働組合（アサヒ衛陶労働組合）の所属上部団体はセラ

ミックス産業労働組合連合会であります。また、当連結会計年度末日現在労使関係は安定しており、特記すべき事

項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、平成26年３月までは消費税増税を前にした駆け込み需要の影響による個人

消費の伸びと、それに伴う企業の生産活動の水準の増加により、比較的堅調に推移してきました。

　しかし、平成26年４月以降については消費増税による消費の落ち込みが想定以上に長引いていることや、円安によ

る輸入コスト上昇が続いていることなど、景気に対する不透明感が強まっております。

当社グループに関連の深い住宅関連業界におきましても、平成26年４月以降は住宅の建設・販売が減少に転じ、こ

のところは下げ止まりの傾向が見られるものの、販売の回復にはまだ至っていない状況となっております。

このような経済環境の中、当社グループは４期連続黒字の達成と継続的な成長を目指して以下のように取り組んで

まいりました。

　戦略商品(福祉介護向け商品)、環境対応商品(節電・節水)の開発推進と販路拡大を進めるとともに、今後も拡大が

見込まれるリフォーム市場向けの販売強化、また仕入商品の設計変更や調達方法の変更等による仕入コスト削減など

に努め、４期連続黒字を果たす事が出来ました。しかしながら消費税増税の影響による売上の反動減に加え、急激な

円安による仕入コスト上昇の影響を受けたことによって、売上高及び利益額については前期を下回りました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は3,237百万円(前年同期比△2.1％)、営業利益38百万円(前年同期比△70.6

％)、経常利益47百万円(前年同期比△64.5％)、当期純利益は35百万円(前年同期比△68.9％)となりました。

なお、当社グループは住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、528百万円となりました。当連

結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は49百万円(前連結会計年度は124百万円の獲得)となりました。これは主に税金等調

整前当期純利益53百万円及び減価償却費41百万円を計上したことに対し、法人税等の支払額が32百万円発生したこと

によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は11百万円(前連結会計年度は27百万円の使用)となりました。これは主に有形固定資

産の取得による支出19百万円及び無形固定資産の取得による支出７百万円が発生したことに対し、投資有価証券の売

却による収入17百万円が発生したことよるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は7百万円(前連結会計年度は88百万円の使用)となりました。これは主に長期借入れ

による収入150百万円に対し、長期借入金の返済による支出102百万円及び自己株式の取得による支出39百万円による

ものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、住宅設備機器事業の単一セグメントであり、当連結会計年度の生産実績を事業の種類別に示す

と、次のとおりであります。

事業の種類別
当連結会計年度

（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

前年同期比（％）

衛生機器（千円） 559,152 △8.2

洗面機器（千円） 803,183 △6.4

合計（千円） 1,362,336 △7.2

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、外注製品受入高が含まれております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）仕入実績

　当社グループは、住宅設備機器事業の単一セグメントであり、当連結会計年度の仕入実績を事業の種類別に示す

と、次のとおりであります。

事業の種類別
当連結会計年度

（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

前年同期比（％）

衛生機器（千円） 1,146,823 1.2

洗面機器（千円） 34,479 25.4

合計（千円） 1,181,302 1.7

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注状況

　当社グループは大部分が見込み生産を行っているため、受注の状況については記載を省略しました。

(4）販売実績

　当社グループは、住宅設備機器事業の単一セグメントであり、当連結会計年度の販売実績を事業の種類別に示す

と、次のとおりであります。

事業の種類別
当連結会計年度

（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

前年同期比（％）

衛生機器（千円） 2,329,003 △1.9

洗面機器（千円） 896,301 △2.6

小計（千円） 3,225,304 △2.1

不動産賃貸収入（千円） 12,192 14.0

合計（千円） 3,237,496 △2.1
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　（注）１．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

　相手先

前連結会計年度
（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

　金額(千円) 　割合（％) 　金額(千円) 　割合（％)

　コーナン商事㈱ 　　　　　330,938 　　　　　　10.0 　　　　　366,224 　　　　　　11.3

　㈱ナカヤマ 　　　　　356,995 　　　　　　10.8 　　　　　248,748 　　　　　　 7.7

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【対処すべき課題】

(１）中長期的な経営戦略

当社グループに関連の深い住宅関連業界におきましては、平成26年4月の消費税増税以降は新規住宅着工戸数に

つきましては消費の反動減が生じておりますが、リフォーム、介護分野に於いては潜在的な成長を見込んでおり、

当社グループは、引き続き経営基盤の強化および収益構造の改善を最重要課題として掲げ、下記のような施策に全

社を挙げて取り組んでまいります。

 

１．販売強化施策

　・営業推進部門の設立により販売支援体制の強化。

　・福祉介護向け商品(ケアシスブランド)の本格的な拡販、省エネ分野向け商品(節電・節水)の開発推進と販路

拡大。

　・ベトナムを中心とした海外市場における新規販路開拓とブランド価値向上への取組強化。

　・品質チェック機能強化による製品の信頼性向上。

 

２．収益性の改善施策

　・国内外の生産体制の体制強化および見直しによるコスト削減。

　・仕入商品の設計変更などによる仕入価格のコスト削減。

　・物流・生産拠点の見直しによるコスト削減。

　・高利益商品の重点販売による売上総利益率の改善。

 

３．財務体質の改善施策

　・棚卸資産の適正在庫の見直しなど適切な在庫管理および保有資産（有価証券）の流動化を図り、バランス

シートの健全化を推進しております。

 

（２）株式会社の支配に関する基本方針について

　１．基本方針の内容

　　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の事業の本質、当社の企業理念及び当社企業価

値の源泉、取引先企業等の当社のステークホルダーとの信頼関係の重要性を十分に理解し、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益を確保・向上させる者でなければならないと考えております。他方、当社も上場企業である以

上、健全な投資家の皆様が当社の株式を買い付けることは、原則、自由ではありますが、当社の経営理念を否定

し、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けた施策に異を唱える者によって当社に対する買収提案が

行われた場合、これを受け入れるかどうかは、その時点における株主の皆様の適切なご判断に委ねられるべきもの

と考えております。そして、株主の皆様に適切に判断いただくためには、株主の皆様に十分な情報を提供すること

が必須です。

　また、大規模買付行為の中には、その目的等から企業価値ひいては株主共同の利益に対して明白な侵害をもたら

すもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大規模買付行

為の内容等を検討し、代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、大規模買付者の提示した条件

よりも有利な条件を引き出すために大規模買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益に資さないものも少なくありません。当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さな

い大規模買付行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えておりま

す。
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　２．基本方針の実現に資する取組み

　　当社は、江戸時代享保年間に創業した屋根瓦製造販売業の流れを汲む衛生陶器メーカーで、近年は衛生陶器をコ

アビジネスとする、サニタリー分野での住宅設備機器を長年に亘り社会に供給してまいりました。当社は、「お客

様にご満足いただける商品とサービスを、ご満足いただける価格で提供する」ことを最優先に、「快適で豊かな暮

らし」が実感できる住環境を実現することを経営理念としております。また、地球環境に優しいエコ、省エネ、節

水商品、人に優しい福祉、高齢者配慮商品の開発に注力するとともに、ユーザーニーズの変化に対応すべく、機動

性を持った海外調達の強化を積極的に進めております。更に、主力商品の多機能洗髪洗面化粧台及び節水型トイレ

等の更なる拡充を図るとともに、ユニバーサルデザイン化粧台・住宅リフォーム対応の商品開発を進めておりま

す。

　以上のように、当社は「水と電気」を使用する、耐久消費財を製造する企業として、「地球環境に優しい（Save

water／Save energy）」商品づくりを行うことが、企業価値を高めるものと信じております。

　①　新規分野への事業領域拡大

　介護及びサービス付高齢者住宅への製品納入に向け、専属営業人員を配置することや、設計段階から携わること

により、当該事業分野における売上高の拡大を目指して参ります。

　また、ベトナムでの販売を足掛かりとして、台湾・中国本土への営業をも本格化させることにより、当社国際事

業の拡大も目指して参ります。

　更に、営業情報やお客様の声からトレンドを捉え、永年培ってきたノウハウを活かし、安全性・機能性や品質の

検証、デザイン修正等、トライ＆ エラーの繰り返しにより製品の完成度を高め、製品化しておりますが、当該新

規事業領域に関連する新製品の開発にも注力し、お客様にとって品質面・価格面でより魅力のある製品をご提案で

きるようにして参ります。

　②　徹底したコスト削減

　ASEAN及び中国を中心とした調達活動を推進させ、仕入コストを削減させる活動を継続して参ります。

　また、組立拠点・物流拠点の再構築及び社内システムの刷新により、草の根レベルでのムダを省くことで、一つ

一つのコスト削減を積み重ね、全社的に前向きなコスト削減を進めて参ります。

　更には、現在中国・韓国・ベトナム・タイ等の海外生産拠点で製品を量産化しておりますが、生産拠点と国内の

ダブルチェック体制を徹底した品質管理により実施することで、品質チェック機能を確立させ、クレーム撲滅及び

未然の防止によるコスト削減に繋げて参ります。特に、中国・韓国・ベトナム・タイ等の海外生産拠点の現地ス

タッフへ当社技術の指導・伝授を行うことで、生産効率のアップとともに、高品質の維持を実現しております。

 

　３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組みと当該取組みについての取締役会の判断

　①　大規模買付ルールの必要性

　　当社取締役会は、上記１.に記載した基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

が支配されることを防止するための取組みとして、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大規模買付行為を抑止するとともに、大規模

買付行為が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大規模

買付行為に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保したりすること、また株主の皆様のために

交渉を行うこと等を可能にすることを目的として、大規模買付者が大規模買付行為を行う前に取るべき手続等を明

確かつ具体的に示した大規模買付ルール(以下「本ルール」といいます。)を導入することといたしました。

　②　本ルールの合理性

　ア　企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

　　本ルールは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを

株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様の

ために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する

ことを目的とするものです。

　イ　買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本ルールは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・

株主意思の原則、必要性・相当性の原則）、を充足しており、企業価値研究会が平成20年６月30日付で公表した

「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。また、株式会社

東京証券取引所有価証券上場規程における買収防衛策の導入に係る遵守事項（開示の十分性、透明性、流通市場へ

の影響、株主の権利の尊重）も遵守しております。
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　ウ　株主意思を重視するものであること

　　本ルールの有効期間は、平成29年２月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとし、当該株主総会において、

株主の皆様より本ルールの更新についてご承認を頂戴した場合に限り、当該株主総会終結後本ルールを更新するこ

とを予定しております。また、当社は、本ルールの有効期間の満了前であっても、当社の株主総会又は株主総会で

選任された取締役により構成される取締役会において、本ルールを廃止する旨の決議がなされた場合には、本ルー

ルをその時点で廃止します。その意味で、本ルールの導入及び廃止は、当社株主の皆様の意思に基づくこととなっ

ております。

 エ　独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　　本ルールの運用に際しては、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者のみにより構成される特別委員会に

よって、当社取締役会の恣意的行動を厳しく監視するとともに、特別委員会の判断の概要については株主の皆様に

情報開示することとされており、本ルールの透明な運用が行われる仕組みが確保されております。

　オ 合理的な客観的要件の設定

　　本ルールは、本ルールに定める合理的かつ客観的な要件が充足される場合でなければ発動されないように設計さ

れており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

　カ デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

   本ルールは、大規模買付者の指名に基づき当社株主総会において選任された取締役で構成される取締役会により

廃止することができないいわゆるデッドハンド型の買収防衛策ではありません。また、当社取締役の任期は２年と

されており、期差任期制は採用されていないため、本ルールは、いわゆるスローハンド型の買収防衛策ではござい

ません。

 

４【事業等のリスク】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成27年２月27日）現在において判断したものであ

ります。

 

   有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす

可能性のある事項には、以下のようなものがあります。
 
(1）経済情勢

　当住宅関連業界は、新設住宅着工戸数の増減とリフォーム市場の状況に大きく影響を受けます。今後伸びが見

込めなければ市場の価格競争の激化が更に進み、売上高等の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2）為替変動

　当社は韓国、中国、台湾、タイ、ベトナム、フィリピンより商品を直接または商社を通じて調達しています。

為替相場の大きな変動が生じた場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3）製造物責任

　当社は品質管理に最大の重点を置き製品を製造していますが、製品の欠陥が発生しないという保証はありませ

ん。製造物責任賠償については保険に加入していますが、製造物責任賠償につながるような製品の欠陥は多額の

コストや評価に重大な影響を与え、それにより当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4）固定資産の減損会計について

　地価の動向及び対象となる固定資産の収益状況により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5）海外調達

　当社は韓国、中国、台湾、タイ、ベトナム、フィリピンより商品を直接または商社を通じて調達しています。

これら調達先の経営方針、経営環境などの変化により影響を受けることがあります。それにより当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

６【研究開発活動】

　当社は「お客様に満足いただける商品・サービスを、満足価格で、ご要望納期で、安心品質で、ご提供する」こと

を最優先に「快適で豊かな暮らし」が実感できる住環境を実現することを基本理念として、地球・環境にやさしい、

エコ、省エネ、節水商品、すべての人にやさしい福祉介護、高齢者配慮商品の開発に注力すると共に、ユーザーニー

ズ・時代の変化に対応すべく、機動性を持った海外・国内調達の強化を積極的に進めています。

　また、主力商品の多機能洗髪洗面化粧台の更なる品目拡充を図るとともに、ユニバーサルデザイン化粧台・人工大

理石カウンターボールの商品開発、住宅リフォーム対応の商品開発、節水型便器の商品開発を進めております。

　なお、当社グループは住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

　当連結会計年度の主な取り組みは次のとおりであります。

① 　ユニバーサルデザイン商品・福祉介護・高齢者住宅向け商品の充実

② 　ケアシス（福祉施設対応機器：商品シリーズ名）周辺商品の拡充

③ 　多機能洗髪洗面化粧台関連部品のエコ・省エネ化へのバリエーション追加

④ 　節水型便器シリーズの開発推進

 

　当連結会計年度における研究開発費の総額は43,099千円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成27年２月27日）現在において判断したものであ

ります。

 

１．提出会社の代表者による財政状態及び経営成績に関する検討内容

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この連結財務緒表の作成に当たりましては、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収益・

費用の報告数値に影響を与える見積りは、主に貸倒引当金、賞与引当金、退職給付に係る負債及び役員退職慰労引

当金であり、継続して評価を行っております。なお、見積り及び判断・評価については、過去実績や状況に応じて

合理的と考えられる要因等に基づいておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は異なる場合が

あります。

(2）財政状態の分析

流動資産

　当連結会計年度末における流動資産の残高は1,553百万円(前連結会計年度末は1,501百万円)となり、51百万円の

増加となりました。主な要因は、現金及び預金が56百万円増加したためであります。

固定資産

　当連結会計年度末における固定資産の残高は661百万円(前連結会計年度末は660百万円)となり、０百万円の増加

となりました。主な要因は、建設仮勘定の増加11百万円、ソフトウェアの減少５百万円及び投資有価証券の減少２

百万円であります。

流動負債

　当連結会計年度末における流動負債の残高は327百万円(前連結会計年度末は300百万円)となり、27百万円の増加

となりました。主な要因は、１年内返済予定の長期借入金の増加38百万円及び未払法人税等の減少19百万円であり

ます。

固定負債

　当連結会計年度末における固定負債の残高は351百万円(前連結会計年度末は330百万円)となり、20百万円の増加

となりました。主な要因は、長期借入金の増加９百万円及び役員退職慰労引当金の増加５百万円であります。

純資産

　当連結会計年度末における純資産の残高は1,535百万円(前連結会計年度末は1,531百万円)となり、４百万円の増

加となりました。主な要因は、自己株式の増加(純資産の減少)39百万円、利益剰余金の増加35百万円及びその他有

価証券評価差額金の増加６百万円であります。

(3）経営成績の分析

売上高

　当連結会計年度における売上高は3,237百万円(前連結会計年度は3,305百万円)となり、67百万円の減少となりま

した。主な要因は、消費税増税の影響による売上の減少によるものであります。

売上原価、販売費及び一般管理費

　当連結会計年度における売上原価は2,079百万円(前連結会計年度は2,056百万円)となり、23百万円の増加となり

ました。売上高に対する売上原価の比率は64.2%(前連結会計年度は62.2%)となり、2.0ポイントの上昇となりまし

た。主な要因は、円安の進行により海外調達品の仕入価額が上昇したことによるものであります。また、販売費及

び一般管理費は、1,119百万円(前連結会計年度は1,117百万円)となり、１百万円の増加となりました。主な要因

は、運賃や広告宣伝費の削減があったものの、人員の強化により給与が増加したことによるものであります。

　上述の結果、営業利益は38百万円(前連結会計年度は131百万円)となり、92百万円の減少となりました。

営業外損益

　当連結会計年度における営業外収益は25百万円(前連結会計年度は20百万円)となり、４百万円の増加となりまし

た。主な要因は、円安の進行により外貨建資産より為替差益が発生したことによるものであります。

　当連結会計年度における営業外費用は16百万円(前連結会計年度は18百万円)となり、１百万円の減少となりまし

た。主な要因は、雑支出が減少したことによるものであります。

　上述の結果、経常利益は47百万円(前連結会計年度は134百万円)となり、86百万円の減少となりました。

 

特別損益

　当連結会計年度における特別利益は６百万円(前連結会計年度は１百万円)となり、５百万円の増加となりまし

た。

　当連結会計年度における特別損失は１百万円(前連結会計年度は計上なし)となりました。
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　上述の結果、税金等調整前当期純利益は53百万円(前連結会計年度は135百万円)となり、82百万円の減少となり

ました。

当期純利益

　当連結会計年度における当期純利益は35百万円(前連結会計年度は114百万円)となり、78百万円の減少となりま

した。また、当連結会計年度における１株当たり当期純利益金額は2.44円(前連結会計年度は7.66円)となりまし

た。
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(4）経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループを取り巻く事業環境は非常に競争が厳しく、新設住宅着工戸数の増減とリフォーム市場の状況に影

響を受けるとともに、商流の変化に対応した販売戦略の確立が急務となっております。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当連結会計年度末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、528百万円となりました。当

連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は49百万円(前連結会計年度は124百万円の獲得)となりました。これは主に税金等

調整前当期純利益53百万円及び減価償却費41百万円を計上したことに対し、法人税等の支払額が32百万円発生した

ことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は11百万円(前連結会計年度は27百万円の使用)となりました。これは主に有形固定

資産の取得による支出19百万円及び無形固定資産の取得による支出７百万円が発生したことに対し、投資有価証券

の売却による収入17百万円が発生したことよるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は７百万円(前連結会計年度は88百万円の使用)となりました。これは主に長期借入

れによる収入150百万円に対し、長期借入金の返済による支出102百万円及び自己株式の取得による支出39百万円に

よるものであります。

 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。当社グループを取り巻く事業環境は、ここ数年の住宅関連業界の環境を鑑みると市場の価格競争が更に激

化することが予想される状況になっております。このような状況の中で、当社グループは全社を挙げて更なるコス

トダウンと徹底した経費削減に取り組んでおり、利益確保を目指しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において実施した設備投資は、金型、トラック、販売管理システムへの投資が主なもので、その総

額は46百万円であります。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

当社は、住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関連付けた記載はしておりません。

平成26年11月30日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積　㎡)

リース資産 その他 合計

本社

（堺市美原区）

全社的管理業務施設・

販売設備・物流設備

洗面機器生産設備

6,121 6,739
－

[9,793]
7,557 13,680 34,098

53

（ 13 ）

東京支店

（東京都北区）
販売設備 8,447 －

66,108

(179)
－ 174 74,730

10

（ － ）

香川物流センター

（香川県東かがわ市）

衛生機器生産設備

物流設備
126,108 3,682

231,267

(18,818)
－ 220 361,279

6

（ 13 ）

九州支店ほか 販売設備 － －
－

[359]
－ 199 199

12

（ － ）

投資不動産

（栃木県芳賀郡益子町）
賃貸設備 32,216 －

46,124

(3,146)
－ － 78,341 －

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり建設仮勘定は含まれておりません。なお、金額に

は消費税等は含まれておりません。

２．土地の［　］括弧内数字は、賃借物件の面積で外数となっております。

３．従業員数の（　）括弧内数字は、臨時雇用者数で外数となっております。

 

(2）国内子会社

　　　　該当事項はありません。

 

(3）在外子会社

 　　　 該当事項はありません。

 

 

３【設備の新設、除却等の計画】

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行（株）
（平成26年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,940,000 14,940,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

1,000株

計 14,940,000 14,940,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年12月15日

(注)１
2,940 14,940 99,960 1,483,960 － 109,367

平成25年４月２日

(注)２
－ 14,940 △80,709 1,403,250 △109,367 －

　（注）１．新株式の発行による増加であります。

　新株式の発行形態 　有償第三者割当  

　発行株式の種類及び数 　普通株式 2,940千株  

　発行価額の総額 　99,960千円  

　資本組入額 　99,960千円  

　割当先 　仁慈資源ファンド１号投資事業組合  

２．会社法第447条第１項及び第448条第１項の規定に基づき、欠損填補を目的として平成25年４月２日付で資本

金及び資本準備金を減少させ、その他資本剰余金に振り替えた後、同日付で会社法第452条の規定に基づ

き、その他資本剰余金を減少し、繰越利益剰余金に振り替えたものであります。

 

（６）【所有者別状況】

平成26年11月30日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 3 15 71 8 1 1,352 1,450 －

所有株式数

（単元）
－ 1,048 627 2,267 332 12 10,620 14,906 34,000

所有株式数の

割合（％）
－ 7.03 4.21 15.21 2.23 0.08 71.24 100 －

　（注）１．自己株式475,482株は「金融機関」に462単元、「個人その他」に13単元及び「単元未満株式の状況」に482

株含めて記載しております。

　　　　　　なお、上記の「金融機関」に含めている462単元は、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式でありま

す（「株式付与ＥＳＯＰ信託」の詳細については、(10)従業員株式所有制度の内容をご参照ください）。

２．上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式２単元が含まれております。
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（７）【大株主の状況】

  平成26年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アサヒ衛陶取引先持株会 堺市美原区小平尾451番地 809 5.41

秋田　武松 千葉県我孫子市 654 4.37

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 545 3.64

丹司　英子 大阪市住吉区 484 3.23

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社(株式付与ESOP信託

口・75644口)

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 462 3.09

双日プラネット株式会社 大阪市中央区久太郎町１丁目６番29号 449 3.00

阿部　五美 東京都江戸川区 385 2.57

クレデイ　スイス　アーゲー

チユーリツヒ　レジデント　

トウキヨウ

（常任代理人　株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）　

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号　 304 2.03

松枝　志津子 岡山県笠岡市 296 1.98

宝天大同 神戸市北区山田町下谷上箕谷３－１ 284 1.90

計（10人） － 4,672 31.27
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年11月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　13,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式14,893,000 14,893 －

単元未満株式 普通株式　　34,000 －
一単元（1,000株）未

満の株式

発行済株式総数 14,940,000 － －

総株主の議決権 － 14,893 －

（注）１．完全議決権株式（その他）には、証券保管振替機構名義の株式2,000株（議決権の数２個）が含まれており

ます。

　　　２．完全議決権株式（その他）には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する当社株式462,000株（議決権の数462

個）が含まれております。

　　　３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式13,482株のうち482株が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年11月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アサヒ衛陶株式会

社

堺市美原区小平尾

451番地
13,000 － 13,000 0.09

計 － 13,000 － 13,000 0.09

（注）当事業年度末の自己株式数は、13,482株であります。なお、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する462,000株につい

ては、会計処理上は自己株式とみなして、貸借対照表上は自己株式として処理しております。

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。
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（10）【従業員株式所有制度の内容】

　　（株式付与ＥＳＯＰ信託）

　当社は、平成26年１月20日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従

業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導入を決議いた

しました。

 

１．ＥＳＯＰ信託導入の目的

　当社は、執行役員以下の管理職に対し、当社株式を活用したインセンティブを新たに付与することにより、会社

の業績・成長や株式価値に対する意識を高めてもらい、管理職全員の経営への参画意識・当事者意識を更に強固

な　ものにしていくことを目的に、本制度を導入いたします。

　本制度の導入により、優秀な管理職の定着・確保も今まで以上に実現可能になるものと考えております。

 

２．ＥＳＯＰ信託の概要

　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型の従業員インセ

ンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の報酬制度の拡充を図る目的を有するものをいいます。

　当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することにより信

託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社従業員に交付すると見込まれる数の当社株式

を、株式市場から予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は株式交付規程に従い、信託期間中の従

業員の職位等に応じた当社株式を、在職時に無償で従業員に交付します。当該信託により取得する当社株式の取得

資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

　当該信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができるため、株価を

意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高めるほか、優秀な人材の確保にも寄与すること

が期待できます。また、当該信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である従業員の意

思が反映される仕組みであり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効です。

 

３．信託契約の内容

①信託の種類　　　　　特定単独運用の金銭信託以外の金銭の信託（他益信託）

②信託の目的　　　　　受益者要件を充足する当社従業員に対するインセンティブの付与

③委託者 　　　　　　 当社

④受託者　　　　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

⑤受益者　　　　　　　当社従業員のうち受益者要件を充足する者

⑥信託管理人　　　　　三宅　秀夫氏

⑦信託契約日　　　　　平成26年１月21日

⑧信託の期間　　　　　平成26年１月21日～平成30年12月31日

⑨制度開始日　　　　　平成26年２月１日

⑩議決権行使　　　　　受託者は、受益者候補の議決権行使状況を反映した信託管理人の指図に従い、

　　　　　　　　　　　当社株式の議決権を行使します。

⑪取得株式の種類　　　当社普通株式

⑫取得株式の総額　　　39,815千円

⑬株式の取得時期　　　平成26年１月22日～平成26年７月22日

　　　　　　　　　　　（なお、平成26年２月24日～28日、平成26年５月26日～30日は除きます。）

⑭株式の取得方法　　　取引所市場より取得（トストネットは含まない。）

 

４．信託・株式関連事務の内容

①信託関連事務　　　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社はＥＳＯＰ信託の受託者となり信託関連事務を行います。

②株式関連事務　　　　三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社は事務委託契約書に基づき受益者への

　　　　　　　　　　　当社株式の交付事務を行います。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 722 53

当期間における取得自己株式 － －

　（注）１．「当期間における取得自己株式」欄には、平成27年２月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取りによる株式数は含めておりません。

　　　　２．上記の取得自己株式には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が取得した株式数を含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

株式数（株）
処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数 13,482 － 13,482 －

　（注）１．「保有自己株式数」欄の当期間については、平成27年２月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未

満株式の買取りによる取得自己株式数及び単元未満株式の買増請求により処分した自己株式数は含めており

ません。

　　　　２．保有自己株式数には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が所有する株式数(当事業年度462,000株)を含めておりませ

ん。
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３【配当政策】

　当社は会社の健全経営を図るため、事業計画に基づく再投資のための内部留保に意を用いつつ、株主への利益の還

元を重要な課題と認識し、業績などを総合的に判断して配当を実施していくことを考えております。

　こうした考えのもと、安定的な配当を継続して行う事を基本方針としております。

　当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。

　当事業年度の配当については、企業の体質強化と将来の事業展開とリスクに備えるために内部留保を充実させる観

点から、誠に遺憾ながら無配となりました。

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成22年11月 平成23年11月 平成24年11月 平成25年11月 平成26年11月

最高（円） 54 116 87
102

※82
101

最低（円） 34 27 45
63

※57
70

　（注）　最高・最低株価は、平成25年７月16日より東京証券取引所市場第二部におけるものであり、それ以前は大阪証

券取引所市場第二部におけるものであります。なお、第63期の事業年度別最高・最低株価のうち、※印は大阪

証券取引所市場第二部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円） 77 86 90 89 82 79

最低（円） 70 73 75 78 71 73

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役社長

(代表取締役)
 町元　孝二 昭和35年５月10日生

 
昭和58年４月 当社入社

平成11年12月 当社大阪支店長

平成18年12月 当社営業推進部長

平成20年２月 当社取締役就任・営業副本部長

平成20年12月 当社営業本部長

平成21年12月 当社外注管理部長

平成22年11月 当社代表取締役社長就任（現）
 

(注)２ 202

取締役  福森　鉄也 昭和39年８月22日生

 
平成２年４月 株式会社コーポレイトディレク

ション入社

平成８年４月 有限会社エス・ティー・アイ・

サポート（現株式会社エス・

ティー・アイ・サポート）代表

取締役就任（現）

平成12年９月 シーアイエス株式会社（現ソ

ニーグローバルソリューション

ズ株式会社）執行役員

平成22年９月 当社取締役就任

平成22年12月 当社社長室長兼企画管理部管掌

平成23年12月 当社社長室長兼管理本部長

平成24年２月 当社常務取締役就任

平成24年12月 当社社長室長兼企画管理部管掌

平成26年12月 当社企画管理部管掌

平成27年２月 当社取締役（現）
 

(注)２ 38

取締役 営業本部長 上野　泰志 昭和43年２月３日生

 
平成４年７月 当社入社

平成21年12月 当社大阪支店長

平成22年12月 当社執行役員西日本営業部長

平成23年７月 VINA ASAHI CO.,LTD.社長（現）

平成23年６月 当社執行役員営業本部副本部長兼

海外事業担当

平成23年12月 当社執行役員国際事業室長兼営業

本部副本部長

平成24年２月 当社取締役就任（現）・国際事業

室長兼営業本部副本部長

平成25年２月

 
平成26年12月

 
平成27年２月

当社国際事業室長兼営業本部副本

部長兼東日本営業部統括部長

当社国際事業室長兼営業本部副本

部長

当社営業本部長（現）
 

(注)２ 31

取締役 開発本部長 越野　秀司 昭和28年12月18日生

 
平成20年４月 当社入社

平成21年12月 当社技術開発部長

平成22年12月 当社執行役員企画開発部長

平成23年12月 当社執行役員開発本部長兼企画開

発部長

平成24年２月 当社取締役就任（現）・開発本部

長兼企画開発部長

平成25年２月 当社開発本部長（現）
 

(注)２ 24
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  景山　好庸 昭和27年５月24日生

 
昭和51年４月 株式会社近畿相互銀行（現株式会

社近畿大阪銀行）入行

平成７年９月 同行ニューヨーク支店長

平成14年12月 同行内部監査部上席調査役

平成16年10月 株式会社ヤマゼン入社

平成20年２月 株式会社アクトワンヤマイチ入社

平成23年２月 当社顧問

平成23年２月 当社常勤監査役就任（現）
 

(注)３ 16

監査役  中光　　弘 昭和37年10月20日生

 
平成５年４月 弁護士登録（大阪弁護士会）

平成５年４月 中央総合法律事務所入所

平成15年３月 弁護士法人中央総合法律事務所社

員弁護士就任

平成20年２月 当社監査役就任（現）

平成24年７月 弁護士法人中央総合法律事務所代

表社員弁護士就任（現）
 

(注)３ 50

監査役  井関　新吾 昭和33年12月20日生

 
昭和56年４月

 

日新監査法人（現 新日本有限責任

監査法人）入社

昭和59年３月 公認会計士・税理士登録

昭和62年７月 井関公認会計士事務所開設

所長就任（現）

平成３年６月 株式会社井関総合経営センター代

表取締役就任（現）

平成22年２月 当社監査役就任（現）
 

(注)４ 27

    計  388

　（注）１．監査役　中光弘及び井関新吾の両氏は、社外監査役です。

２．取締役の任期は、平成27年２月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年間です。

３．監査役　景山好庸及び中光弘の両氏の任期は、平成24年２月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

です。

４．監査役　井関新吾氏の任期は、平成27年２月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間です。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は「社会に役立つ企業づくり」を経営理念とし、企業経営活動

の維持向上の指針として「労使の信頼」、「品質の向上」、「商品の開発」、「収益の確保」を掲げ、これらを経営

上の最も重要な課題として位置付けております。

①　企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

当社は、企業統治の体制として、取締役会、監査役会制度を採用しております。

取締役会は、会社経営方針をはじめ重要事項の審議・決定をするとともに、業務の執行を監督する機関として

位置付け、毎月１回定期的に開催のほか、必要に応じて随時開催しております。

監査役会は毎月１回定期的に開催し、常勤監査役１名、社外監査役２名にて監査に関する重要事項について協

議・決裁をするとともに、監査役は取締役会及びその他重要な会議への出席並びに業務監査等により、取締役の

業務の執行を監視しております。

内部監査室は専任者１名、兼務者１名を配置し、監査役会との協力関係の下、年間計画を立てて必要な内部監

査を実施しております。

また、経営環境に機動的に対応するため、業務運営上の重要課題を審議する役員及び全執行役員並びに管理職

で構成する執行役員会議を毎月定期的に開催しております。

なお、コーポレート・ガバナンス体制の充実等については、顧問弁護士などの専門家から経営判断上の参考と

するためのアドバイスを受ける体制を採っております。

　ロ．企業統治の体制を採用する理由

当社では、激しく変化する経営環境に機動的に対応するため、業務に精通し、社員に対し的確な指揮、指導を

行える社内取締役を構成員とする取締役会での迅速な意思決定や業務遂行が重要であるとの考えから、社外取締

役を選任しておりません。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重

要と考えており、社外監査役２名による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能す

る体制が整っているため、現状の体制としております。

 

当社の業務執行及び経営の監視体制の模式図は次のとおりであります。
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ハ．内部統制システムの整備の状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保する

ための体制についての整備状況は次のとおりであります。

ａ．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役、従業員を含めた行動指針として法令遵守、社会規範、社会倫理の遵守を企業活動の前提とすること

を徹底する。

取締役会は、取締役会規程、職務権限規程等の職務の執行に関する社内規程を制定し、取締役、従業員は定

められた社内規程に従い業務を執行する。内部監査室を設置し、コンプライアンス体制の構築及び維持向上を

推進する。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に関する情報及び文書の取扱いについて、文書取扱規程に従い保存及び管理することと

する。取締役及び監査役は、これらの情報を閲覧できるものとする。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

会社の損失の危険については、リスク管理に関する基本方針をリスク管理規程として定め、この規程に沿っ

たリスク管理体制を整備・構築する。内部監査室がリスク管理全般を統轄し、各部門はそれぞれに関するリス

クの管理を行い内部監査室へ定期的にリスク管理の状況を報告し、連携を図るものとする。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会は毎月１回定期的に開催のほか、必要に応じて随時開催して、会社経営方針をはじめ重要事項の審

議・決定を行うものとする。

執行役員会議は毎月定期的に開催し、経営方針の徹底、業務執行に関する重要事項の審議、利益計画の進捗

状況のチェックを行うものとする。

ｅ．企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社及び海外子会社における業務の適正を確保するために、共通の経営理念及び行動指針の周知徹底を取締

役・従業員に図る。また、「海外子会社管理規程」を制定し、海外子会社の管理運営体制を構築している。

海外子会社の取締役・従業員が、重大な法令・定款違反及び不正行為を及ぼすおそれのある事実を知ったと

きは、当社取締役会に報告する。当社取締役会は、当該事項について審議を行い、必要と認める場合、海外子

会社に対し、適切な措置を講じるように指示する。

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使

用人の独立性に関する事項

当社は監査役の要請または必要に応じて監査役の職務を補助するため、内部監査室の従業員に監査に必要な

業務を命じることができるものとする。監査役から監査に必要な業務の命令を受けた従業員は、その業務の遂

行にあたって取締役の指揮命令を受けないものとする。

ｇ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

監査役は、取締役会、執行役員会議、その他重要な会議への出席並びに重要な決裁書類等の閲覧ができる。

取締役及び従業員は、重大な法令・定款違反及び不正な行為を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅

滞なく監査役に報告する。

監査役は、いつでも必要に応じて、取締役及び従業員に対して報告を求めることができる。

ｈ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

会計監査人である監査法人より、監査役への監査計画及び監査結果についての説明と情報及び意見交換を行

うことができる。

監査役は、必要に応じて代表取締役と意見交換を行うことができる。

　ニ．リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、取締役会、監査役会及び執行役員会議の連携のもとにリスク情報の共有化を図り、

事業の推進に伴って生じる損失の把握、分析を行いこれに対応しております。また、必要に応じて会計監査人及

び顧問弁護士などの専門家から助言を受けております。
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②　内部監査、監査役監査および会計監査の状況

当社の内部監査は、社長直属の内部監査室を設け専任者１名、兼務者１名を配置し、監査役会との協力関係の

下、年間計画を立てて必要な内部監査を実施しております。監査結果は内部監査室に集約され、内部監査室は監査

役会及び会計監査人と監査結果に基づいて意見交換を行い、業務改善に向けた助言や勧告を行っております。

監査役監査は、監査役３名（うち２名は社外監査役）により実施しております。監査役は、監査役監査方針及

び監査役監査計画に基づき取締役会及びその他の重要な会議に出席し、法令、定款に反する行為や株主利益を侵害

する決定がなされていないかどうかについて監査を実施しております。

なお、社外監査役中光　弘氏は、弁護士としての専門的見地から、コンプライアンス等企業統治に対する知見

を有しております。また、社外監査役井関新吾氏は、公認会計士としての専門的見地から、財務および会計に対す

る知見を有しております。

また、内部監査室、監査役、会計監査人の三者間でも監査結果の報告や意見交換等を定期的に行い、監査の実

効性の向上に努めております。

 

③　会計監査の状況

　イ．当連結会計年度に業務を執行した公認会計士の氏名、所属監査法人及び補助者の構成は以下のとおりでありま

す。

ＯＡＧ監査法人

ａ．業務を執行した公認会計士の氏名

代表社員　業務執行社員　　今井　基喜

　　　　　業務執行社員　　橋本　公成

ｂ．会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　３名

（注）継続監査年数については、７年以内であるため、記載を省略しております。

　ロ．責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人ＯＡＧ監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限

度額を限度としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該会計監査人が責任の原因となった職務

の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

 

④　社外監査役

　イ．会社と社外監査役の人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係の概要

当社の社外監査役は２名であり、当社株式所有を除き両氏とも人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利

害関係はありません。なお、社外監査役２名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として、同取引所に届け

出ております。

当社は、社外取締役又は社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものは

ありませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外役員

としての職務を遂行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。

社外監査役が企業統治において果たす機能と役割は、取締役から独立の立場に立ち、業務執行に対する監督機

能とコーポレート・ガバナンスを健全に機能させることが役割であると考えております。社外監査役中光　弘氏

は弁護士としての専門的見地から、コンプライアンス等企業統制においての監査を担っていただくため、また、

社外監査役井関新吾氏は公認会計士として財務会計に関する職務に携わり、その経歴を通じて培った専門家とし

ての見識に基づく監査を担っていただくため選任しております。

なお、当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を

管理監督する機能を持つ取締役会に対し、監査役３名中の２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強

化しています。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視機能が重要と考えてお

り、社外監査役２名による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っ

ているため、現状の体制としております。

　ロ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額を限度とし

ております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について

善意かつ重大な過失がないときに限られます。
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⑤　役員報酬

　イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる

役員の員数

(人）基本報酬
ストック

オプション
賞与 退職慰労金

　取締役

（社外取締役を除く。）
　53,197 　48,551 － － 4,645 　４

　監査役　　　　　　　

（社外監査役を除く。）
　7,150 　6,600 － － 550 １

　社外役員 　3,600 　3,600 － － － 　２

　ロ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数（人） 内容

　　7,200 2 使用人分としての給与であります。

　ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役及び監査役の報酬の額は、取締役全員及び監査役全員の報酬総額の最高限度額を株主総会の決議により

決定し、各取締役の報酬額は、取締役会の授権を受けた代表取締役が、業績貢献や業務執行状況を勘案して決定

し、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定しております。

 

⑥　株式の保有状況

　イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

５銘柄　42,026千円

　ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である上場投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

ＤＣＭホールディングス㈱ 23,600 16,425 継続的な取引関係の維持・強化

㈱日本抵抗器製作所 120,000 14,760 継続的な取引関係の維持・強化

㈱高松コンストラクショングループ 3,753 6,542 継続的な取引関係の維持・強化

北恵㈱ 11,000 5,379 継続的な取引関係の維持・強化

双日㈱ 4,000 756 継続的な取引関係の維持・強化

ネポン㈱ 2,156 543 継続的な取引関係の維持・強化

 

当事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

保有目的

㈱日本抵抗器製作所 120,000 25,200 継続的な取引関係の維持・強化

㈱高松コンストラクショングループ 4,095 9,394 継続的な取引関係の維持・強化

北恵㈱ 11,000 6,259 継続的な取引関係の維持・強化

双日㈱ 4,000 680 継続的な取引関係の維持・強化

ネポン㈱ 2,174 493 継続的な取引関係の維持・強化

 

⑦　取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。
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⑧　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑨　自己株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己株式を取得することができる旨定款

に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を目的とするものであります。

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会

における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものでありま

す。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社  14,750 － 15,300 －

連結子会社  － － － －

計  14,750  － 15,300 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査公認会計士等より監査計画の提示・説明を受け

た後、その具体的内容（監査日程・監査項目・報酬金額等）について協議し決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。なお、当連結会計年度（平成25年12月１日か

ら平成26年11月30日まで）の連結財務諸表に含まれる比較情報については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第３条第２項により、改

正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。なお、当事業年度（平成25年12月１日から平成26年

11月30日まで）の財務諸表に含まれる比較情報については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成24年９月21日内閣府令第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表

等規則に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成25年12月１日から平成26年11月

30日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成25年12月１日から平成26年11月30日まで）の財務諸表について、Ｏ

ＡＧ監査法人による監査を受けております。

 

３．連結財務諸表の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容またはその変更等について適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、

また、公益財団法人財務会計基準機構が行うセミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成25年11月30日)

当連結会計年度
(平成26年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 472,298 528,719

受取手形及び売掛金 ※２ 599,624 ※２ 595,835

商品及び製品 303,446 298,369

前渡金 47,649 55,807

繰延税金資産 41,846 36,692

その他 36,864 37,992

貸倒引当金 △140 △200

流動資産合計 1,501,589 1,553,216

固定資産   

有形固定資産   

建物 311,133 296,452

減価償却累計額 △164,943 △163,344

建物（純額） ※１ 146,189 ※１ 133,108

構築物 47,898 32,707

減価償却累計額 △38,042 △25,137

構築物（純額） 9,855 7,569

機械及び装置 164,358 158,264

減価償却累計額 △155,598 △148,263

機械及び装置（純額） 8,759 10,001

車両運搬具 3,550 1,226

減価償却累計額 △3,550 △805

車両運搬具（純額） 0 421

工具、器具及び備品 279,993 221,141

減価償却累計額 △267,306 △206,867

工具、器具及び備品（純額） 12,687 14,274

土地 ※１ 301,989 ※１ 297,376

リース資産 - 8,244

減価償却累計額 - △687

リース資産（純額） - 7,557

建設仮勘定 650 12,373

有形固定資産合計 480,131 482,681

無形固定資産   

ソフトウエア 44,075 38,666

その他 3,586 3,586

無形固定資産合計 47,662 42,253

投資その他の資産   

投資有価証券 44,406 42,026

投資不動産（純額） ※１ 70,741 ※１ 78,341

出資金 50 50

破産更生債権等 566 -

団体生命保険金 1,705 2,909

差入保証金 11,703 12,033

その他 4,710 1,010

貸倒引当金 △702 △48

投資その他の資産合計 133,181 136,322

固定資産合計 660,975 661,257

資産合計 2,162,565 2,214,474
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成25年11月30日)

当連結会計年度
(平成26年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 72,255 70,146

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 90,600 ※１ 128,971

未払金 61,499 59,641

未払費用 30,167 30,783

未払法人税等 24,436 4,446

未払消費税等 12,540 18,126

賞与引当金 4,060 3,930

その他 4,484 11,354

流動負債合計 300,043 327,400

固定負債   

長期借入金 ※１ 225,745 ※１ 235,165

繰延税金負債 1,625 2,612

退職給付引当金 57,143 -

退職給付に係る負債 - 53,590

役員退職慰労引当金 11,593 16,789

預り営業保証金 34,888 36,491

その他 - 6,529

固定負債合計 330,995 351,177

負債合計 631,038 678,577

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,403,250 1,403,250

利益剰余金 104,771 140,311

自己株式 △1,066 △40,935

株主資本合計 1,506,954 1,502,626

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 15,053 21,419

繰延ヘッジ損益 11,079 13,447

為替換算調整勘定 △1,561 △1,597

その他の包括利益累計額合計 24,571 33,269

純資産合計 1,531,526 1,535,896

負債純資産合計 2,162,565 2,214,474
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

売上高 3,305,310 3,237,496

売上原価 ※３ 2,056,265 ※３ 2,079,421

売上総利益 1,249,044 1,158,074

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,117,761 ※１,※２ 1,119,514

営業利益 131,282 38,560

営業外収益   

受取利息 116 30

受取配当金 674 839

役務提供料 2,419 -

貸倒引当金戻入額 1,805 118

仕入割引 6,479 6,401

為替差益 3,858 12,202

雑収入 5,491 5,973

営業外収益合計 20,845 25,565

営業外費用   

支払利息 5,003 4,487

売上割引 10,120 11,127

貸倒引当金繰入額 85 -

雑支出 2,878 863

営業外費用合計 18,088 16,477

経常利益 134,039 47,647

特別利益   

新株予約権戻入益 1,540 -

投資有価証券売却益 - 6,816

特別利益合計 1,540 6,816

特別損失   

固定資産除却損 - ※４ 1,222

特別損失合計 - 1,222

税金等調整前当期純利益 135,580 53,241

法人税、住民税及び事業税 21,200 13,200

法人税等調整額 - 4,501

法人税等合計 21,200 17,701

少数株主損益調整前当期純利益 114,380 35,540

当期純利益 114,380 35,540
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【連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 114,380 35,540

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 13,532 6,365

繰延ヘッジ損益 9,323 2,368

為替換算調整勘定 △988 △35

その他の包括利益合計 ※１ 21,868 ※１ 8,697

包括利益 136,248 44,238

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 136,248 44,238

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

    （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,483,960 109,367 △190,076 △1,035 1,402,214

当期変動額      

資本金から剰余金への振替 △80,709    △80,709

欠損填補   80,709  80,709

資本剰余金の取崩  △109,367 109,367   

当期純利益   114,380  114,380

自己株式の取得    △31 △31

連結範囲の変動   △9,609  △9,609

連結範囲の変動に伴う為替
換算調整勘定の増減

     

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 △80,709 △109,367 294,847 △31 104,739

当期末残高 1,403,250 － 104,771 △1,066 1,506,954

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 1,520 1,755 － 3,276 1,540 1,407,031

当期変動額       

資本金から剰余金への振替      △80,709

欠損填補      80,709

資本剰余金の取崩       

当期純利益      114,380

自己株式の取得      △31

連結範囲の変動      △9,609

連結範囲の変動に伴う為替
換算調整勘定の増減

  △573 △573  △573

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

13,532 9,323 △988 21,868 △1,540 20,327

当期変動額合計 13,532 9,323 △1,561 21,295 △1,540 124,494

当期末残高 15,053 11,079 △1,561 24,571 － 1,531,526
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当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

    （単位：千円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,403,250 － 104,771 △1,066 1,506,954

当期変動額      

資本金から剰余金への振替      

欠損填補      

資本剰余金の取崩      

当期純利益   35,540  35,540

自己株式の取得    △39,868 △39,868

連結範囲の変動      

連結範囲の変動に伴う為替
換算調整勘定の増減

     

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － 35,540 △39,868 △4,327

当期末残高 1,403,250 － 140,311 △40,935 1,502,626

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 15,053 11,079 △1,561 24,571 － 1,531,526

当期変動額       

資本金から剰余金への振替       

欠損填補       

資本剰余金の取崩       

当期純利益      35,540

自己株式の取得      △39,868

連結範囲の変動       

連結範囲の変動に伴う為替
換算調整勘定の増減

      

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

6,365 2,368 △35 8,697 － 8,697

当期変動額合計 6,365 2,368 △35 8,697 － 4,369

当期末残高 21,419 13,447 △1,597 33,269 － 1,535,896
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当連結会計年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 135,580 53,241

減価償却費 42,437 41,151

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,679 △594

賞与引当金の増減額（△は減少） 390 △130

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,003 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - △3,552

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,866 5,195

受取利息 △116 △30

受取配当金 △674 △839

支払利息 5,003 4,487

為替差損益（△は益） △3,858 △9,938

投資有価証券売却損益（△は益） - △6,816

固定資産除却損 - 1,222

売上債権の増減額（△は増加） 4,406 3,788

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,768 5,077

仕入債務の増減額（△は減少） △51,528 △2,108

その他 20,082 △4,856

小計 138,137 85,297

利息及び配当金の受取額 791 837

利息の支払額 △4,987 △4,241

法人税等の支払額 △9,014 △32,744

営業活動によるキャッシュ・フロー 124,927 49,150

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △16,062 △19,624

無形固定資産の取得による支出 △9,189 △7,076

投資有価証券の取得による支出 △620 △629

投資有価証券の売却による収入 - 17,305

保険積立金の積立による支出 △1,203 △1,203

投資活動によるキャッシュ・フロー △27,076 △11,229

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 115,000 -

短期借入金の返済による支出 △165,000 -

長期借入れによる収入 50,000 150,000

長期借入金の返済による支出 △88,934 △102,209

自己株式の取得による支出 △31 △39,868

リース債務の返済による支出 - △593

財務活動によるキャッシュ・フロー △88,965 7,328

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,286 11,171

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 10,172 56,421

現金及び現金同等物の期首残高 452,361 472,298

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
9,764 -

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 472,298 ※ 528,719
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 1社

　主要な連結子会社の名称

　　VINA ASAHI CO.,LTD.

 

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　VINA ASAHI CO.,LTD.の決算日は、９月30日であります。

　連結財務諸表の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、10月１日から

　連結決算日11月30日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

 

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

　　　動平均法により算定)

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ

　時価法

③　たな卸資産

　商品、製品

　　　移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

　定率法

　但し、平成10年４月１日以降の新規取得建物(附属設備を除く)については定額法を採用しておりま

　す。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物・構築物 　　　　３～60年

　工具、器具及び備品　 ２～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づいております。

③　リース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　　期末現在に有する売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率に

　　より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

　　おります。

EDINET提出書類

アサヒ衛陶株式会社(E01176)

有価証券報告書

38/81



②　賞与引当金

　　従業員賞与の支給に備えるために、翌連結会計年度の支給予定額のうち当連結会計年度に属する支

   給対象期間見合額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

　　役員退職慰労金の支出に備えるために、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

 

(4）退職給付に係る会計処理の方法

　　当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退

職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算期末日の直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は、期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における「為替

換算調整勘定」に含めて計上しております。

 

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、

　　振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段 為替予約

　　ヘッジ対象 予定取引

③　ヘッジ方針

　　為替変動リスクを避けるために、外貨支払予定額の範囲内で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジの有効性評価の方法

　　為替予約は、すべて材料などの購入予定に基づくもので、キャッシュ・フローを固定化するものであ

　　るため、有効性の評価を省略しております。

 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

　クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

(退職給付に関する会計基準等の適用)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退

職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給

付に係る負債として計上する方法に変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度末において当該変更に伴う影響額はありません。

 

（追加情報）

　　　　　（株式付与ＥＳＯＰ信託の会計処理について）

　当社は、平成26年1月20日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的とし

て、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」といいます。）の導

入を決議いたしました。

　ＥＳＯＰ信託とは、米国のＥＳＯＰ（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型の従業員

インセンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の報酬制度の拡充を図る目的を有するものをい

います。

　当社が当社従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出することに

より信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社従業員に交付すると見込まれる数

の当社株式を、株式市場から予め定める取得期間中に取得します。その後、当該信託は株式交付規程に従

い、信託期間中の従業員の職位等に応じた当社株式を、在職時に無償で従業員に交付します。当該信託によ

り取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

　当該信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができるため、

株価を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高めるほか、優秀な人材の確保にも

寄与することが期待できます。また、当該信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候

補である従業員の意思が反映される仕組みであり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効

です。

　当該信託に関する会計処理については「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成25年12月25日）を早期適用し、総額法を適用しております。これ

により、ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式(39,815千円、462,000株)については、純資産の部の自己株式に

計上しております。

　なお、1株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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（連結貸借対照表関係）

 

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
当連結会計年度

（平成26年11月30日）

建物 133,433千円 121,572千円

土地 235,495 231,267

投資不動産 67,275 72,812

計 436,204 425,652

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
当連結会計年度

（平成26年11月30日）

１年内返済予定の長期借入金 80,604千円 98,150千円

長期借入金 194,071 146,807

 

※２　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の休業日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
当連結会計年度

（平成26年11月30日）

受取手形 25,008千円 21,349千円
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（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
　　至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
　　至　平成26年11月30日）

運賃及び運送保険料 169,430千円 162,206千円

給与手当 290,294 308,587

賞与手当 38,420 41,735

賞与引当金繰入額 3,840 3,650

退職給付費用 16,377 18,643

福利厚生費 64,144 69,559

賃借料 65,743 72,336

旅費交通費 69,128 76,050

減価償却費 38,409 28,691

メンテナンス費 54,239 58,383

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自　平成24年12月１日
　　至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
　　至　平成26年11月30日）

29,624千円 43,099千円

 

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。

前連結会計年度
（自　平成24年12月１日
　　至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
　　至　平成26年11月30日）

10,391千円 19,800千円

 

※４　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

機械及び装置 －千円 62千円

車両運搬具 － 0

工具、器具及び備品 － 171

建設仮勘定 － 988

計 － 1,222
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 14,894千円 14,168千円

組替調整額 － △6,816

税効果調整前 14,894 7,352

税効果額 △1,361 △986

その他有価証券評価差額金 13,532 6,365

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 15,040 9,706

組替調整額 － △6,684

税効果調整前 15,040 3,021

税効果額 △5,717 △653

繰延ヘッジ損益 9,323 2,368

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △988 △35

組替調整額 － -

税効果調整前 △988 △35

税効果額 － -

為替換算調整勘定 △988 △35

その他の包括利益合計 21,868 8,697
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,940,000 －  －  14,940,000

合計 14,940,000 － － 14,940,000

自己株式     

普通株式（注） 12,360 400 － 12,760

合計 12,360 400 － 12,760

　(注)普通株式の自己株式の株式数の増加400株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

第１回新株予約権

（注）
普通株式 3,030,000 － 3,030,000 － －

合計 － 3,030,000 － 3,030,000 － －

　(注)第１回新株予約権については平成25年７月31日をもって権利行使期間満了により失効しております。

 

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,940,000 － － 14,940,000

合計 14,940,000 － － 14,940,000

自己株式     

普通株式（注） 12,760 462,722 － 475,482

合計 12,760 462,722 － 475,482

　(注)　１．普通株式の自己株式の株式数には、株式付与ＥＳＯＰ信託口が保有する当社株式(当連結会計年度末462,000

株)が含まれております。

　　　　２．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち、462,000株は株式付与ＥＳＯＰ信託口が当社株式を取得したこ

とによる増加であり、722株は単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

現金及び預金勘定 472,298千円 528,719千円

現金及び現金同等物 472,298 528,719
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（リース取引関係）

(借主側)

１．ファイナンス・リース取引

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．オペレーティング・リース取引

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入

により行う方針であります。デリバティブは為替変動リスクを回避するために利用しており投機的な投資

は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券は

主として株式であり、市場の価格変動リスク及び発行体の財務リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金と借入金は、流動性リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替

予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性

の評価方法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準

に関する事項(6)重要なヘッジ会計の方法」」をご参照下さい。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　受取手形及び売掛金については、営業本部及び企画管理部にて与信管理規定に沿って相手先ごとの期日

管理及び残高管理を行うとともに、信用状況を定期的にモニタリングし、リスク低減を図っております。

 投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等の把握を行っております。

 買掛金及び未払金と借入金については、企画管理部にて月次で資金繰計画を作成し、資金状況を管理す

ることで流動性リスクの低減を図っております。デリバティブについては、為替リスク管理規定に従い、

実需の範囲内で行うこととしております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前連結会計年度（平成25年11月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 472,298 472,298 －

(2）受取手形及び売掛金 599,624 599,624 －

(3）投資有価証券

　　　その他有価証券
44,406 44,406 －

資産計 1,116,329 1,116,329 －

(1）支払手形及び買掛金 72,255 72,255 －

(2）未払金 61,499 61,499 －

(3）長期借入金(*1) 316,345 316,627 282

負債計 450,099 450,381 282

デリバティブ取引(*2) 17,872 17,872 －

 (*1)１年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で示しております。

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 528,719 528,719 －

(2）受取手形及び売掛金 595,835 595,835 －

(3）投資有価証券

　　　その他有価証券
42,026 42,026 －

資産計 1,166,582 1,166,582 －

(1）支払手形及び買掛金 70,146 70,146 －

(2）未払金 59,641 59,641 －

(3）長期借入金(*1) 364,136 364,994 858

負債計 493,923 494,782 858

デリバティブ取引(*2) 20,894 20,894 －

 (*1)１年内返済予定の長期借入金を含めて記載しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は（ ）で示しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（３）投資有価証券

投資有価証券の時価については、株式は取引所の取引価格によっております

 

負　債

（１）支払手形及び買掛金、（２）未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（３）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算

定する方法によっております。

 

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
当連結会計年度

（平成26年11月30日）

出資金 50 50

預り営業保証金 34,888 36,491

(注) 出資金及び預り営業保証金については市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることができず、

時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表には含めておりません。

 

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成25年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 472,298 － － －

受取手形及び売掛金 599,624 － － －

合計 1,071,923 － － －

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 528,719 － － －

受取手形及び売掛金 595,835 － － －

合計 1,124,555 － － －
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４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成25年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金（１年内返済

予定の長期借入金を含

む）

90,600 90,600 90,600 42,859 1,686 －

合計 90,600 90,600 90,600 42,859 1,686 －

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金（１年内返済

予定の長期借入金を含

む）

128,971 120,588 72,847 31,674 10,056 －

合計 128,971 120,588 72,847 31,674 10,056 －
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（有価証券関係）

　        １．その他有価証券

前連結会計年度（平成25年11月30日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 44,406 27,727 16,679

小計 44,406 27,727 16,679

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 44,406 27,727 16,679

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 42,026 17,995 24,031

小計 42,026 17,995 24,031

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 － － －

小計 － － －

合計 42,026 17,995 24,031

 

　        ２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 － － －

合計 － － －

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

種類 売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

株式 17,305 6,816 －

合計 17,305 6,816 －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（平成25年11月30日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

為替予約等の振当処理

為替予約取引     

買建     

米ドル 買掛金 304,261 － 17,872

合計 304,261 － 17,872

（注）　時価の算定方法

　　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（平成26年11月30日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

為替予約等の振当処理

為替予約取引     

買建     

米ドル 買掛金 185,609 － 20,894

合計 185,609 － 20,894

（注）　時価の算定方法

　　　　　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

前連結会計年度(自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日)

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けており、また、中小企業退職金共済制度に加入しており

ます。なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

 

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）

(1）退職給付債務（千円） 160,784  

(2）中小企業退職金共済制度積立金（千円） △103,641  

(3）退職給付引当金(1)+(2）（千円） 57,143  

 

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

退職給付費用（千円）  

(1）勤務費用（千円） 13,497

(2）期待運用収益（千円） △1,135

(3）退職給付費用（千円） 12,361

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は簡便法を適用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けており、また、中小企業退職金共済制度に加入してお

ります。なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

退職給付に係る負債の期首残高 57,143千円

退職給付費用 14,197

退職給付の支払額 △11,515

制度への拠出額 △6,234

退職給付に係る負債の期末残高 53,590

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

積立型制度の退職給付債務 144,056千円

年金資産 △90,466

　連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 53,590

  

退職給付に係る負債 53,590

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 53,590

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 14,197千円

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
 

当連結会計年度
（平成26年11月30日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 107千円 －千円

たな卸資産評価損 8,551  11,993

投資有価証券評価損 19,489  7,031

退職給付引当金 20,365  －

退職給付に係る負債 －  19,099

繰越欠損金 343,521  292,469

その他 17,228  18,462

繰延税金資産小計 409,261  349,056

評価性引当額 △360,621  △304,917

繰延税金資産計 48,640  44,139

    

繰延税金負債    

繰延ヘッジ損益 6,793  7,446

その他有価証券評価差額金 1,625  2,612

繰延税金負債合計 8,418  10,059

繰延税金資産の純額 40,221  34,080

　　　　　　(注)当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 41,846  36,692

固定負債－繰延税金負債 1,625  2,612

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
 

当連結会計年度
（平成26年11月30日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.6  8.4

住民税均等割等 7.2  18.2

評価性引当金の増減 △31.8  △31.2

その他 △1.4  △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.6  33.2

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年

４月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年12月１日に開始する連結会計年度

に解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

　この税率変更により、連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

　当社は、一部の事業所等において、土地及び建物を賃借しており、不動産賃貸借契約に基づき、退去時におけ

る原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のとこ

ろ移転等も予定されていないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債

務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

 

（賃貸等不動産関係）

　当社では、栃木県において、賃貸用の倉庫（土地を含む)を有しております。前連結会計年度における当該賃

貸等不動産に関する賃貸損益は7,096千円(賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上)であります。当連

結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は8,464千円(賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価

に計上)であります。

 

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

連結貸借対照表計上額   

 期首残高 40,666 70,741

 期中増減額 30,075 7,599

 期末残高 70,741 78,341

期末時価 81,270 89,667

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加額は倉庫賃貸面積の増加によるもの32,259千円であり、主な

減少額は減価償却によるもの2,184千円であります。当連結会計年度の主な増加額は倉庫賃貸面積の増加に

よるもの9,821千円であり、主な減少額は減価償却によるもの2,222千円であります。

３．前連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額に基づいております。

当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて、自社で算定した金額(指標等を

用いて調整を行ったものを含む。)であります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、住宅設備機器事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないた　

め、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　㈱ナカヤマ 356,995 　住宅設備機器事業

　コーナン商事㈱ 330,938 　住宅設備機器事業

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載

を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないた　

め、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）
 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

　コーナン商事㈱ 366,224 　住宅設備機器事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

　　　該当事項はありません。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

 

（開示対象特別目的会社関係）

　　　　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

１株当たり純資産額 102.60円 106.18円

１株当たり当期純利益金額 7.66円 2.44円

(注)　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、前期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。また、当期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成25年11月30日）
当連結会計年度

（平成26年11月30日）

純資産の部の合計額（千円） 1,531,526 1,535,896

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 1,531,526 1,535,896

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（株）
14,927,240 14,464,518

 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当連結会計年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（千円） 114,380 35,540

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 114,380 35,540

期中平均株式数（株） 14,927,350 14,543,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

　第１回新株予約権。なお、平

成25年７月31日をもって権利行

使期間満了により失効しており

ます。

－

 

３．株主資本において自己株式として計上されている株式付与ＥＳＯＰ信託口に残存する自社の株式は、１株当

たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株

当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

　　１株あたり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度383,540株

であり、１株あたり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度462,000株で

あります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

        該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 90,600 128,971 1.2 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 1,780 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 225,745 235,165 1.0 平成29年～31年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 6,529 － 平成31年

その他有利子負債

　預り営業保証金

 

22,840

 

22,943

 

1.0

 

－

合計 339,185 395,389 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 120,588 72,847 31,674 10,056

リース債務 1,780 1,780 1,780 1,187

 

【資産除去債務明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 905,108 1,777,233 2,482,423 3,237,496

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（千円）
31,459 54,477 52,448 53,241

四半期（当期）純利益金額

（千円）
25,659 42,777 34,096 35,540

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
1.74 2.93 2.34 2.44

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

及び１株当たり四半期純損失

金額(△)（円）

1.74 1.18 △0.60 0.10
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年11月30日)
当事業年度

(平成26年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 463,949 510,587

受取手形 ※３ 174,137 ※３ 196,775

売掛金 425,252 ※２ 400,548

商品及び製品 296,751 292,537

前渡金 47,649 55,199

繰延税金資産 41,846 36,692

短期貸付金 ※２ 20,000 ※２ 31,823

その他 ※２ 35,501 ※２ 36,123

貸倒引当金 △4,150 △7,708

流動資産合計 1,500,937 1,552,579

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 146,189 ※１ 133,108

構築物 9,855 7,569

機械及び装置 8,759 10,001

車両運搬具 0 421

工具、器具及び備品 12,687 14,274

土地 ※１ 301,989 ※１ 297,376

リース資産 - 7,557

建設仮勘定 650 12,373

有形固定資産合計 480,131 482,681

無形固定資産   

ソフトウエア 44,075 38,666

電話加入権 3,586 3,586

無形固定資産合計 47,662 42,253

投資その他の資産   

投資有価証券 44,406 42,026

投資不動産 ※１ 70,741 ※１ 78,341

出資金 50 50

関係会社出資金 0 0

破産更生債権等 566 -

団体生命保険金 1,705 2,909

差入保証金 11,400 11,585

その他 4,700 939

貸倒引当金 △702 △48

投資その他の資産合計 132,867 135,803

固定資産合計 660,661 660,738

資産合計 2,161,598 2,213,317
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  (単位：千円)

 
前事業年度

(平成25年11月30日)
当事業年度

(平成26年11月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 － 18,334

買掛金 72,238 51,784

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 90,600 ※１ 128,971

リース債務 - 1,780

未払金 61,374 59,533

未払費用 29,317 30,052

未払法人税等 24,298 4,156

未払消費税等 12,540 18,126

預り金 2,918 7,539

前受収益 1,016 1,016

賞与引当金 4,060 3,930

その他 550 1,017

流動負債合計 298,913 326,243

固定負債   

長期借入金 ※１ 225,745 ※１ 235,165

リース債務 - 6,529

繰延税金負債 1,625 2,612

退職給付引当金 57,143 53,590

役員退職慰労引当金 11,593 16,789

預り営業保証金 34,888 36,491

固定負債合計 330,995 351,177

負債合計 629,909 677,421

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,403,250 1,403,250

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 103,372 138,714

利益剰余金合計 103,372 138,714

自己株式 △1,066 △40,935

株主資本合計 1,505,556 1,501,029

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 15,053 21,419

繰延ヘッジ損益 11,079 13,447

評価・換算差額等合計 26,132 34,866

純資産合計 1,531,689 1,535,896

負債純資産合計 2,161,598 2,213,317
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②【損益計算書】

  (単位：千円)

 
前事業年度

(自　平成24年12月１日
　至　平成25年11月30日)

当事業年度
(自　平成25年12月１日
　至　平成26年11月30日)

売上高 3,302,701 ※１ 3,235,271

売上原価 2,050,028 2,073,319

売上総利益 1,252,672 1,161,951

販売費及び一般管理費 ※２ 1,106,718 ※２ 1,107,915

営業利益 145,953 54,036

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 1,138 ※１ 1,195

その他 16,175 22,407

営業外収益合計 17,314 23,602

営業外費用   

支払利息 5,035 4,491

その他 17,035 15,485

営業外費用合計 22,070 19,977

経常利益 141,196 57,661

特別利益   

新株予約権戻入益 1,540 -

投資有価証券売却益 - 6,816

特別利益合計 1,540 6,816

特別損失   

固定資産除却損 － ※３ 1,222

関係会社出資金評価損 18,164 10,213

特別損失合計 18,164 11,435

税引前当期純利益 124,572 53,043

法人税、住民税及び事業税 21,200 13,200

法人税等調整額 － 4,501

法人税等合計 21,200 17,701

当期純利益 103,372 35,342
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製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当事業年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  312,157 80.4 295,630 79.7

Ⅱ　労務費  61,141 15.8 52,407 14.1

Ⅲ　経費 ※ 14,694 3.8 22,676 6.2

当期総製造費用  387,993 100.0 370,714 100.0

仕掛品期首たな卸高  －  －  

合計  387,993  370,714  

他勘定振替高  －  －  

仕掛品期末たな卸高  －  －  

当期製品製造原価  387,993  370,714  

      

　（注）　※　経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当事業年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

減価償却費（千円） 2,786 10,290

電力費（千円） 3,540 2,532

営修繕費（千円） 660 703

賃借料（千円） 566 1,564

 

原価計算の方法

　当社の原価計算は、総合原価計算による実際原価計算であります。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成24年12月１日　至　平成25年11月30日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰
余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 1,483,960 109,367 109,367 △190,076 △190,076 △1,035 1,402,214

当期変動額        

資本金から剰余金への
振替

△80,709      △80,709

資本準備金の取崩  △109,367 △109,367    △109,367

欠損填補    80,709 80,709  80,709

資本剰余金の取崩    109,367 109,367  109,367

当期純利益    103,372 103,372  103,372

自己株式の取得      △31 △31

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 △80,709 △109,367 △109,367 293,449 293,449 △31 103,341

当期末残高 1,403,250 － － 103,372 103,372 △1,066 1,505,556

 

      

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 1,520 1,755 3,276 1,540 1,407,031

当期変動額      

資本金から剰余金への
振替

    △80,709

資本準備金の取崩     △109,367

欠損填補     80,709

資本剰余金の取崩     109,367

当期純利益     103,372

自己株式の取得     △31

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

13,532 9,323 22,856 △1,540 21,315

当期変動額合計 13,532 9,323 22,856 △1,540 124,657

当期末残高 15,053 11,079 26,132 － 1,531,689
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当事業年度（自　平成25年12月１日　至　平成26年11月30日）

      (単位：千円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰
余金

利益剰余金合計

 繰越利益剰余金

当期首残高 1,403,250 － － 103,372 103,372 △1,066 1,505,556

当期変動額        

資本金から剰余金への
振替

       

資本準備金の取崩        

欠損填補        

資本剰余金の取崩        

当期純利益    35,342 35,342  35,342

自己株式の取得      △39,868 △39,868

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 - - - 35,342 35,342 △39,868 △4,526

当期末残高 1,403,250 - - 138,714 138,714 △40,935 1,501,029

 

      

 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

当期首残高 15,053 11,079 26,132 － 1,531,689

当期変動額      

資本金から剰余金への
振替

     

資本準備金の取崩      

欠損填補      

資本剰余金の取崩      

当期純利益     35,342

自己株式の取得     △39,868

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

6,365 2,368 8,733 - 8,733

当期変動額合計 6,365 2,368 8,733 - 4,207

当期末残高 21,419 13,447 34,866 - 1,535,896
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

　(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

　時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

　(2)デリバティブの評価基準及び評価方法

　　時価法

　(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

定率法

　但し、平成10年４月１日以降の新規取得建物（附属設備を除く）については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物　　　　　３～60年

工具、器具及び備品　　２～20年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

　す。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　期末現在に有する売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるために、翌期支給予定額のうち当事業年度に属する支給対象期間見合額を計上し

ております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び中小企業退職金共済制度による退

職金支給見込額に基づき計上しております。

(4）役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出に備えるために、内規に基づく期末要支給額を計上しております。
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５.ヘッジ会計

(1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処

理を行っております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段　為替予約

ヘッジ対象　予定取引

(3）ヘッジ方針

為替変動リスクを避けるため、外貨支払予定額の範囲内で為替予約取引を行っております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

為替予約は、すべて材料などの購入予定に基づくもので、キャッシュ・フローを固定化するものであるた

め、有効性の評価を省略しております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税及び地方消費税の会計処理方法

　税抜方式によっております。

 

(会計方針の変更)

　該当事項はありません。
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（表示方法の変更）

（単体簡素化に伴う財務諸表等規則第127条の適用および注記の免除等に係る表示方法の変更）

　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務

諸表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の

注記に変更しております。

 

以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第８条の28に定める資産除去債務に関する注記については、同条第２項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の注記については、同条第２項により、記載を省略しており

ます。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株あたり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略

しております。

・財務諸表等規則第80条に定めるたな卸資産の帳簿価額の切下げに関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第86条に定める研究開発費の注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項に

より、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の３に定める潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に関する注記について

は、同条第４項により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略してお

ります。

・財務諸表等規則第121条第１項第１号に定める有価証券明細表については、同条第３項により、記載を省略

しております。

 

（追加情報）

　　　　　（株式付与ＥＳＯＰ信託の会計処理について）

　株式付与ＥＳＯＰ信託の会計処理について、連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載

しておりますので、注記を省略しております。
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（貸借対照表関係）

　※１．担保に供している資産

前事業年度（平成25年11月30日）

　次のものは、長期借入金274,675千円（１年内返済予定の長期借入金80,604千円を含む）の担保に供

しております。

建物 133,433千円 (帳簿価額)

土地 235,495千円 (　 〃 　)

投資不動産 67,275千円 (　 〃 　)

合計 436,204千円 (　 〃 　)

 

当事業年度（平成26年11月30日）

　次のものは、長期借入金244,957千円（１年内返済予定の長期借入金98,150千円を含む）の担保に供

しております。

建物 121,572千円 (帳簿価額)

土地 231,267千円 (　 〃 　)

投資不動産 72,812千円 (　 〃 　)

合計 425,652千円 (　 〃 　)

 

 

※２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分表示したものを除く)

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
当事業年度

（平成26年11月30日）

短期金銭債権 20,060千円 33,841千円

 

※３．事業年度末日満期手形

　　　事業年度末日満期手形の会計処理については、当事業年度の末日が金融機関の休業日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処理しております。当事業年度末日満期手形の金額は、次のとおりであ

ります。

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
当事業年度

(平成26年11月30日)

受取手形 25,008千円 21,349千円
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（損益計算書関係）

※１．関係会社との取引高

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
当事業年度

（平成26年11月30日）

営業取引による取引高   

売上高 －千円 1,926千円

営業取引以外の取引による取引高 355 326

 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度47％、当事業年度48％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度53％、当事業年度52％であります。主要な費目及び金額は次のとおりであり

ます。

 
前事業年度

（自　平成24年12月１日
　　至　平成25年11月30日）

当事業年度
（自　平成25年12月１日
　　至　平成26年11月30日）

運賃及び運送保険料 169,253千円 161,981千円

給与手当 285,582 302,770

賞与手当 38,420 41,735

賞与引当金繰入額 3,840 3,650

退職給付費用 16,377 18,643

福利厚生費 64,144 69,559

賃借料 63,532 69,819

旅費交通費 68,610 75,523

減価償却費 38,409 28,691

メンテナンス費 54,239 58,383

 

 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 

 
前事業年度

（自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日）

当事業年度
（自　平成25年12月１日
至　平成26年11月30日）

機械及び装置 －千円 62千円

車両運搬具 － 0

工具、器具及び備品 － 171

建設仮勘定 － 988

計 － 1,222

 

 

（有価証券関係）

　関係会社出資金（当事業年度の貸借対照表計上額は0千円、前事業年度の貸借対照表計上額は0千円）は、市

場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
 

当事業年度
（平成26年11月30日）

繰延税金資産    

貸倒引当金 107千円 －千円

たな卸資産評価損 7,951  10,416

投資有価証券評価損 19,489  7,031

退職給付引当金 20,365  19,099

繰越欠損金 343,521  292,469

その他 23,762  28,576

繰延税金資産小計 415,199  357,593

評価性引当額 △366,559  △313,454

繰延税金資産合計 48,640  44,139

繰延税金負債    

繰延ヘッジ損益 6,793  7,446

その他有価証券評価差額金 1,625  2,612

繰延税金負債合計 8,418  10,059

繰延税金資産の純額 40,221  34,080

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 41,846  36,692

固定負債－繰延税金負債 1,625  2,612

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成25年11月30日）
 

当事業年度
（平成26年11月30日）

法定実効税率 38.0％  38.0％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.6  8.3

住民税均等割等 7.2  18.3

評価性引当額の増減 △31.8  △31.4

その他 －  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.0  33.4

 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年

４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年12月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。

　この税率変更により、財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：千円)

資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産       

建物 146,189 － 3,532 9,549 133,108 163,344

構築物 9,855 732 1,676 1,341 7,569 25,137

機械及び装置 8,759 4,335 62 3,031 10,001 148,263

車両運搬具 0 632 0 210 421 805

工具、器具及び備品 12,687 13,382 171 11,622 14,274 206,867

土地 301,989 － 4,612 － 297,376 －

リース資産 － 8,244 － 687 7,557 687

建設仮勘定 650 31,454 19,731 － 12,373 －

有形固定資産計 480,131 58,780 29,787 26,443 482,681 545,105

無形固定資産       

ソフトウェア 44,075 7,076 － 12,485 38,666 26,723

電話加入権 3,586 － － － 3,586 －

無形固定資産計 47,662 7,076 － 12,485 42,253 26,723

　投資その他の資産       

　　投資不動産 70,741 9,821 － 2,222 78,341 113,516

投資その他の資産計 70,741 9,821 － 2,222 78,341 113,516

　（注）１．当期増加額の主な内容は次のとおりであります。

リース資産 トラック 8,244千円

建設仮勘定 金型等 16,673千円

ソフトウェア 販売管理システム 5,400千円

２．当期減少額の主な内容は次のとおりであります。

建物 投資不動産へ振替 　3,532千円

土地 投資不動産へ振替 　4,612千円

 

 

【引当金明細表】

(単位：千円)

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 4,853 3,469 566 7,756

賞与引当金 4,060 3,930 4,060 3,930

役員退職慰労引当金 11,593 5,195 － 16,789
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（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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（３）【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

アサヒ衛陶株式会社(E01176)

有価証券報告書

75/81



第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 12月１日から11月30日まで

定時株主総会 ２月中

基準日 11月30日

剰余金の配当の基準日 11月30日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取・買増  

取扱場所

（特別口座）

東京都杉並区和泉二丁目８番４号

みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

 

　東京都千代田区丸の一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 　　　　　―――――

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告とする。

但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこ

とができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.asahieito.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）１．当社定款の定めにより単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、同法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受け

る権利並びに単元未満株式の買増しをする権利以外の権利を行使することができません。

　　　２．単元未満株式の買取りを含む株式の取扱いは、原則として、証券会社等の口座管理機関を経由して行うこと

となっています。ただし、特別口座に記録されている株式については、特別口座の口座管理機関であるみず

ほ信託銀行株式会社が直接取扱います。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第63期）（自平成24年12月１日　至平成25年11月30日）平成26年２月28日近畿財務局長に提出。

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年２月28日近畿財務局長に提出。

(3）四半期報告書及び確認書

（第64期第１四半期）（自平成25年12月１日　至平成26年２月28日）平成26年４月14日近畿財務局長に提出。

（第64期第２四半期）（自平成26年３月１日　至平成26年５月31日）平成26年７月15日近畿財務局長に提出。

（第64期第３四半期）（自平成26年６月１日　至平成26年８月31日）平成26年10月15日近畿財務局長に提出。

(4）臨時報告書

平成26年３月５日近畿財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

 

EDINET提出書類

アサヒ衛陶株式会社(E01176)

有価証券報告書

77/81



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   平成27年２月26日

アサヒ衛陶株式会社    

 取締役会　御中  

 

 ＯＡＧ監査法人  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 今井　基喜　　印

 業務執行社員  公認会計士 橋本　公成　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアサヒ衛陶株式会社の平成25年12月１日から平成26年11月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサ

ヒ衛陶株式会社及び連結子会社の平成26年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アサヒ衛陶株式会社の平成26

年11月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、アサヒ衛陶株式会社が平成26年11月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が連

結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

   平成27年２月26日

アサヒ衛陶株式会社    

 取締役会　御中  

 

 ＯＡＧ監査法人  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 今井　基喜　　印

 業務執行社員  公認会計士 橋本　公成　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアサヒ衛陶株式会社の平成25年12月１日から平成26年11月30日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサヒ衛

陶株式会社の平成26年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が財

務諸表に添付する形で別途保管しております。

　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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